
 

 

 

 

 

“活気ある温かな地域づくり”をめざして 
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2014 年 9 月 21 日 

公明党政務調査会 
 
  



 

公明党は、人口減少・超高齢社会などの地域における大きな課

題を克服し、“活気ある温かな地域づくり”をめざして、 

① 支え合う地域づくり  

② 魅力ある地域づくり 

③ 安心な地域づくり 

④ 活力ある地域づくり 

――という４つの「地域づくり」を柱に据えた本政策提言をまと

めました。 

公明党は、地域でお互いに支え合いながら、若者も高齢者も元

気に安心して暮らせ、さらには女性や青年が大きく活躍できる地

域づくりに、全力を挙げて取り組んでまいります。 

なお、本提言は、2015 年春の統一地方選挙の重点政策に反映さ

せていきます。 
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Ⅰ．支え合う地域づくり 

１．地域包括ケアシステムの構築 

（１）財源の確保 

（２）人材の確保 

（３）サービスの確保 

（４）住まいの確保 

（５）運営体制の確保 

（６）認知症対策の推進 

（７）その他 

 

２．生活自立支援の充実 

（１）ワンストップの総合相談窓口の設置 

（２）自立支援事業の着実な実施 

 

３．障がい者等への支援強化 

（１）制度の谷間のない支援 

（２）障がい者の相談支援の強化 

（３）地域における障がい者の居住支援等の強化 

（４）常時介護を要する重度障がい者に対する支援 

（５）障がい児支援の強化 

（６）障がい児・者等の活躍 

 

Ⅱ．魅力ある地域づくり 

１．人口減少･超高齢社会への対応 

（１）人の流れの転換 

（２）地域を支える制度の充実 

（３）魅力あるコミュニティーの形成 

（４）高齢者の様々な場面での活躍 

（５）高齢者等も安心して暮らせる地域社会 

 

２．中小・小規模企業の振興 

（１）小規模企業への重点的な支援 
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（２）開発から販路開拓までの一貫支援 

（３）地域の中小企業の人手不足の抜本的な解消 

（４）地域の特色を活かしたビジネス 

（５）地域に密着した「ビジネスカフェ（仮称）」の展開 

（６）商店街を地域コミュニティーの中心として蘇生 

（７）中小企業関係施策の「見える化」 

 

３．農林水産業の振興 

（１）農業生産基盤の整備・保全 

（２）担い手対策 

（３）６次産業化等の促進 

（４）畜産・酪農の産業競争力強化 

（５）鳥獣被害対策とジビエ活用 

（６）林業の振興 

（７）水産業の振興 

（８）農林水産物の輸出促進 

（９）都市農業の振興 

（１０）食品ロス削減と食の安全確保 

 

４．地産地消エネルギーと低炭素まちづくりの推進 

（１）自然エネルギーを生かしたまちづくりの推進 

（２）再エネ・省エネによる低炭素まちづくりの推進 

（３）地域主体の再エネ・省エネを後押しする仕組みづくりと人材育成の支援 

 

５．観光産業の振興 

（１）ホストシティ制度の創設 

（２）訪日外国人観光客等の地方への誘客の推進 

（３）訪日外国人観光客等の受け入れ体制の強化 

（４）新たな国内旅行環境の整備 

 

Ⅲ．安心な地域づくり 

１．地域の防災・減災、防犯対策等への取り組み 

（１）防災・減災等に資する国土強靭化地域計画の策定を推進 

（２）インフラ老朽化対策 

－ 4 － 



（３）ゲリラ豪雨等地域災害への対策 

（４）南海トラフ巨大地震や首都直下地震などの巨大災害への対策 

（５）地域の特性に合わせた地区防災計画の策定を推進 

（６）交通安全施策および地域防犯対策を推進 

（７）ストーカー対策等の強化 

 

２．「空き家」問題への対応 

（１）空き家の利活用等 

（２）既存の住宅ストックの有効活用 

 

Ⅳ．活力ある地域づくり 

１．女性の活躍 

（１）子育て支援 

（２）女性特有のがん対策 

（３）ママ・インターンの拡大による就労支援 

（４）地方における女性登用を促進 

 

２．若者の活躍 

（１）若者の活躍による地域活性化 

（２）若者雇用対策の推進 

（３）若者の創業・起業支援 

（４）ＵＩＪターン就職の促進 

（５）「域学連携」等の推進 

（６）危険ドラッグ対策の強化 

 

３．教育の充実 

（１）新しい教育委員会制度の構築 

（２）少子化に対応した新しい教育への転換 
（３）奨学金等の充実 

（４）子どもの貧困等への対応 

（５）子どもが読書に親しむ機会の提供と諸条件の整備・拡充 

（６）地域における文化・芸術の振興 

（７）スポーツの振興 
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４．ＮＰＯ等非営利法人の活動支援 

（１）ＮＰＯ法人制度の普及・拡充 

（２）ＮＰＯやソーシャルビジネスの創業・起業支援 

（３）休眠口座資金を活用した社会的事業への支援等の検討 

 

５．地方自治体のガバナンス強化 

（１）議会改革とガバナンス強化 

（２）公会計改革と行政の見える化 

（３）自治体クラウドの取り組みの加速 
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Ⅰ．支え合う地域づくり 

１．地域包括ケアシステムの構築 

（１）財源の確保 

地域包括ケアシステムの構築のため、消費税増収分を財源として都道府県に

設置される基金に、医療分と介護分の予算額を十分に確保するとともに、適切

な配分と市区町村の現場に即した柔軟な運用に取り組みます。 

 

（２）人材の確保 

① 介護報酬のアップとキャリアパスの構築など 

介護報酬全体をアップさせる中で、現在の介護職員処遇改善加算について、

各事業所のキャリアパスの構築が進むよう改善を図ります。 

また、社会福祉士などの地域包括ケアシステムを支える専門職の評価や配

置基準について医療・介護両面からの検討を進めます。 

さらに、介護現場の労働環境の整備のため、介工連携（介護と工業技術の

連携）を進め、介護ロボットの導入などを積極的に進めます。 

② 地域における多様な人材登用など 

新しい地域支援事業の実施に当たっては、住民主体の多様な生活支援・介

護予防サービスなどを進めるため、市区町村の現場における多様な人材登用

を図ります。 

また、有償ボランティアの活用やソーシャルビジネスの積極的な取り組み

を進めます。その際、ボランティアポイント制度などの活用を進めます。 

③ 学校教育における介護の取り扱いやイメージアップの取り組み 

介護の仕事の深さや尊さを学んだり、現場での体験学習など、学校教育の

一環として介護という仕事に従事することへの興味を深めるような取り組み

を積極的に進めます。 
また、介護人材等の社会的ステータス向上に向け、国・地方・当事者団体

が協力してイメージアップ戦略に取り組みます。 

④ 外国人材の活用 

国における外国人技能実習制度の見直しを踏まえ、地域における関係団体 

とも協議の上、介護人材の評価にも留意しながら、適切な人材活用に取り組

みます。 

 

（３）サービスの確保 

① 在宅医療・介護を支えるサービスの確保 

－ 7 － 



定期巡回随時対応型訪問介護・看護、複合型サービス、小規模多機能型居

宅介護サービス、訪問看護など在宅医療、介護を可能とするサービスの全市

区町村での実施を進めます。 

② 新しい地域支援事業の取り組み 

既存の介護事業所によるサービスに加え、買い物代行、外出支援、その他

必要な日常生活の援助を、ＮＰＯ、民間企業、ボランティアなど地域の多様

な支え手によって行う新しい地域支援事業の取り組みを強力に進めます。 

また、既存サービスが必要な高齢者に対しては、これまでと同様の訪問介

護・通所介護サービスの確保を図ります。 

③ 介護３施設の計画的整備と社会福祉法人の地域貢献活動 

地域包括ケアシステム構築のバックグラウンドとなる特別養護老人ホー

ムや老人保健施設、介護療養型施設の介護３施設の計画的な整備を図るとと

もに、保険者、市区町村と連携した社会福祉法人や医療法人の積極的な地域

貢献活動を推進します。 

また、高齢者や障がい者、子どもなどがともに利用でき、必要な福祉サー

ビスを包括的に提供する「共生型福祉施設」の設置を進めます。 

④ 市民後見人や権利擁護事業などの取り組み 

認知症高齢者の増加に対応するため、高齢者の資産の適切な管理など成年

後見制度の取り組みについて、特に市民後見人の育成とその活動を支援する

地域の権利擁護機関の整備を進めます。 

また、介護や医療の提供と同時に日常生活全般にわたる支援が必要な高齢

者等のため、社会福祉協議会やＮＰＯ法人などの支援グループが参画する協

議体による多様なサービスの提供体制の整備を進めます。 

 

（４）住まいの確保 

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の適切な整備を促進し、生活

支援サービスとの組み合わせによる安心の住まいを確保します。 

また、空き家の活用などにより、低所得の高齢者のための住宅の提供と家賃

補助制度の導入を進めます。 

さらに、市区町村と十分協議の上、都道府県の高齢者居住安定確保計画の策

定を進めるとともに、国のガイドラインなどに基づいた適切なサービスの提供

に留意します。 

 

（５）運営体制の確保 

① 在宅医療介護連携事業の取り組み 

新たな制度を踏まえ、地域の医師会等と連携しながら、在宅医療と介護の

連携を密接に図るため、在宅医療介護連携拠点の整備を進めます。 
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② 地域ケア会議の取り組み 

多職種の第三者による専門的視点を交えてケアマネジメントの質を向上

させるため、地域包括支援センター単位に地域ケア会議を設置し、地域包括

支援システムの構築の核づくりを進めます。 

③ 生活支援コーディネーターの配置促進 

高齢者の在宅生活を支える介護支援ボランティアなど地域の自助・互助に

よる重層的な生活支援サービスの提供体制を構築するため、各地域の生活支

援コーディネーターの設置を促進し、こうした人材を中核にした高齢者の日

常生活圏域ごとに地域の多様な支援グループによる協議体を設置します。 

④ 地域包括支援センターの体制強化、情報公表の推進 

高齢者の総合相談の充実、地域支援事業の実施体制の強化等のため、地域

包括ケアシステム構築の核となる地域包括支援センターの体制強化を進め

ます。あわせて、生活支援サービス等の情報公表を推進します。 

 

（６）認知症対策の推進 

① 医療体制の整備 

認知症の早期診断と対応を進めるため、鑑別診断を行う認知症疾患医療セ

ンターの整備を進めます。基幹型センターの整備に加え２次医療圏ごとの地

域センターや地域の診療所型の整備を早急に進めます。 

② 認知症初期集中支援チームの設置促進 

認知症が疑われる早期の段階から家庭訪問を行い、認知症のアセスメント

や家族支援を行う認知症初期集中支援チームを全市町村に設置します。 

③ 認知症の人とその家族を支援する体制の整備 

認知症の人、その家族に対する支援を推進するため、認知症の人が自ら活

動し楽しめる場であり、家族や地域住民がふれ合える場、わかり合える場、

つながりの場である「認知症カフェ」の設置や、徘徊ＳＯＳネットワークの

構築などに積極的に取り組みます。 

④ 認知症サポーターの養成 

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域でできる範囲で手助けをす

る認知症サポーターの養成を進めます。 

 

（７）その他 

① 低所得者の保険料軽減など 

低所得者も保険料を負担し続けることができるようにするため、公費によ

り低所得者の保険料の軽減割合を拡大します。 

－ 9 － 



また、サービス利用時における自己負担が一定以上の所得者については２

割負担とされますが、高齢者世帯の生活実態に応じてきめ細かな配慮を行い

ます。 

さらに、新しい総合事業で取り組まれる訪問型サービスや通所型サービス、

その他の生活支援サービスの利用者負担については、高齢者世帯の生活実態

に応じて柔軟な設定に努めます。 

② 個人情報保護法・条例の見直し 

データヘルスの展開、地域における要支援者の把握、効果的な支援体制の

構築を進める上で、個人情報保護法や各自治体の条例が障壁となっています。

関係者による情報の共有のため見直しを進めます。 

 

２．生活自立支援の充実 

2015年 4月の生活困窮者自立支援法施行に伴い、「相互に支え合う」地域を構

築します。 

 

（１）ワンストップの総合相談窓口の設置 

全ての福祉事務所設置自治体において、中学校区１人を目処にコミュニティ

ー・ソーシャル・ワーカー（ＣＳＷ）等地域福祉コーディネーターを配置し、

住民と一緒に、うつやホームレス、多重債務、ＤＶ等制度の狭間や複数の福祉

課題を抱え、社会的に孤立している人を早期に把握・支援するため、ワンスト

ップで何でも相談できる総合相談窓口を設置します。 

 

（２）自立支援事業の着実な実施 

住宅確保給付金の支給、中間的就労等就労支援、家計管理に関する指導等家

計相談支援、子どもへの学習支援等生活困窮者一人ひとりの自立に必要な自立

支援事業を、本人の状態に応じて、切れ目なく継続的に実施します。 

また、地域包括ケアシステムとの連携により、包括的な支援・サービス提供

体制の構築をめざします。 

 

３．障がい者等への支援強化 

障害者総合支援法が施行され、制度の谷間のない支援を提供する新たな障害保健

福祉施策が始まっており、市区町村の現場において障がい者等へのきめ細かな支援

を強化します。 

 

（１）制度の谷間のない支援 
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難病患者等も障がい児・者の範囲に加えられたことから、市区町村の現場に

おいて、難病相談・支援センター等と連携し難病患者等に対する漏れのない障

がい福祉サービスの提供を進めます。 

 

（２）障がい者の相談支援の強化 

障害者総合支援法に基づくサービスの利用に当たっては、相談支援事業者が

作成する「サービス利用計画」が必要であるため、基幹相談支援センターを中

核とした市区町村の現場における相談支援体制を整備します。 

また、障がい者の地域移行、地域定着を進めるため地域相談支援体制の整備

を図ります。 

 

（３）地域における障がい者の居住支援等の強化 

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための相談、

地域居住体験の機会提供、緊急時の受け入れ、地域の体制づくりなどを総合的

に行う多機能の拠点整備を進めます。 

また、ケアホームとグループホームが一元化されたサービス付きグループホ

ームの整備を積極的に進めます。 

さらに、精神障がい者の地域移行を進めます。 

 

（４）常時介護を要する重度障がい者に対する支援 

重度訪問介護の対象者が知的障がい者、精神障がい者等行動障がいを有する

人に拡大されたことから、必要な予算を確保の上、市町村支援事業の実施も含

め、市区町村で円滑な実施ができるよう措置します。 

 

（５）障がい児支援の強化 

障がい児支援については、子ども・子育て支援新制度や特別支援学校等教育

施設と十分な連携を図り、重層的・継続的な支援を実施します。 

障がいを早期に発見し、できるだけ早く適切な療育支援を行う体制を充実さ

せるとともに、障がい、育児等に不安を抱える保護者が早期に適切な相談や支

援が受けられるよう発達障害者支援センターの地域支援機能の強化等を図り

ます。 

また、重症心身障がい児・者の地域生活支援のためのコーディネートを行う

拠点の整備や必要な人材を育成します。 

さらに、特別支援学校の教室不足の解消等ハード面での整備を進めるととも

に、保護者や医療、福祉などの外部関係機関に対する学校の窓口、連絡調整役

である「特別支援教育コーディネーター」や教員の専門性向上、特別支援教育

の加配教員の充実、特別支援教育支援員の配置促進等ソフト面での支援を推進

します。 
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その他、デイジー教科書など障がいの状態や特性を踏まえたデジタル教科

書・教材を効果的に活用する環境を整備し、障がいのある児童生徒の学びの充

実を図ります。 

 

（６）障がい児・者等の活躍 

共生社会の実現に向け、2018年から法定雇用率の算定対象となる精神障がい

者の就労支援の強化、農業や地域福祉の分野および中小企業などで就労支援を

含む社会参加の促進、障がい者の文化芸術の推進、身体障害者補助犬の普及や

環境整備、障がい児・者の生活を支えるＩＴ・ロボット等の機器の開発促進、

2020年東京オリンピック・パラリンピックを見据えた人にやさしいまちづくり

などを推進します。 

 

Ⅱ．魅力ある地域づくり 

１．人口減少･超高齢社会への対応 

（１）人の流れの転換 

① ＵＩＪターンなど地域人材の還流促進 

若者等の地方就職を進めるため、東京のハローワークと地方のＵＩＪター

ン窓口をつなぐ全国ネットワークを構築し、東京には民間の力を活用した地

域人材還流促進センターを整備するとともに、若年層向けには、厚生労働省

と地方のＵＩＪターン窓口をつなぐ全国ネットワークを構築し、地方合同就

職面接会や地方人材還流支援相談会などを通して、効果的な就職支援を実施

します。 

また、ＵＩＪターンの促進のため、学生の就職支援を行う企業、ＮＰＯと

の連携を強化します。 

さらに、大学や受け入れの自治体窓口などに「地方就職支援コーディネー

ター」を配置し、支援活動を進めます。 

② 地域おこし協力隊、新・田舎で働き隊の推進 

都市地域から過疎地域等への条件不利地域に住民票を移し、地域に居住し

て地域協力活動を行う「地域おこし協力隊」事業の取り組みを積極的に進め、

1,000自治体での実施をめざします。 

また、集落単位で地域活性化や暮らしの安心の活動を進めるため、都市農

村共生・対流総合対策事業（新・田舎で働き隊事業）に取り組みます。 

さらに、「子ども滞在型農山漁村体験教育」の取り組みを進めます。 

③ 都市高齢者の住み替え 

高齢者のＵＩＪターンを進めるため、リバースモーゲッジ（自宅などを担

保に老後の生活資金やリフォーム資金の融資を受けられる制度）や相続など
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の手続き支援の体制を整備し、都市高齢者の地方への住み替えを支援する仕

組みを導入します。 

 

（２） 地域を支える制度の充実 

① 地域再生制度の見直しと活用 

地域活性化のために、ＮＰＯ等の活動を支援する地域再生法に基づいて、

地方公共団体が策定し実施する自主的・自立的な取り組みである地域再生計

画を支援します。特に、全国共通の重要な政策課題の解決に取り組む場合は、

政府を挙げて重点的に支援します。 

そのため、関係省庁が連携して地方公共団体に対するワンストップの支援

を提供するプラットフォーム（拠点）を構築するとともに、地域新産業創造

アドバイザー（仮称）制度を創設します。 

② 地方中枢拠点都市圏の形成 

人口減少社会における反転攻勢の砦を築くため、従来の定住自立圏構想を

さらに一段と進めながら、一定の人口規模と中核性を有する地方都市を中心

として、近隣の市町村が連携して、地方中枢拠点都市圏の形成を図ります。 

③ 地域活性化の総合戦略の策定 

地方にあっては、中心市を核として、産業・雇用、国土形成、住宅、子育

て支援などの総合的な戦略を進めるため、連携協約などを活用した「地域活

性化政策パッケージ」（仮称）を策定し地域活性化に取り組みます。 

④ 産業の集積と再配置 

地域における産業基盤を強化するため、世界で競争力のある先端産業、地

域の特色を生かした地域産業、圏域の生活を支える生活産業に分けて、統一

感のある産業政策を推進します。 

この場合、特に、離島・半島等における戦略的な地域産業の育成に取り組

みます。 

⑤ 「買い物弱者」対策 

過疎による商店の減少などで食料等の購入も困難な「買い物弱者」への対

策を強化し、事業の立ち上げに必要な資金の補助など、買い物支援サービス

等を推進します。 

 

（３） 魅力あるコミュニティーの形成 

① コンパクトでスマートなまちづくりの推進 

生活圏を意識した都市機能と行政サービス圏域の再構築、再配置を行うこ

とにより、豊かさを実感できるような生活環境を提供します。 
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また、公共交通網においても、不採算の交通網を見直しつつもユニバーサ

ルサービスとして最適な交通網を公共と民間が連携しながら最適化を行う

とともに、自転車の利用環境の整備を推進します。 

② 地域経済イノベーションサイクルの取り組み 

地域の産・学・金・官が参画する円卓会議方式によって地域経済のイノベ

ーションサイクルを構築します。それぞれの創業支援事業計画に基づき地域

密着型企業の立ち上げを図り、ローカル１万プロジェクトをめざします。 

③ 地域における雇用の創出 

人口減少や人口流出等の地域課題に対応するため、地域における良質な雇

用の拡大や労働力の掘り起こし、地域ニーズに応じた能力開発を進めます。 

そのため、地方自治体の実施する人材の流出防止や定着促進などの取り組

みを支援するため新たな交付金を設置し、地域創業活性化の事業や地域雇用

課題解決のための事業を実施します。 

さらに、地域雇用開発奨励金を拡充するとともに、地域におけるオーダー

メイド型の人材育成、能力開発を進めます。 

  

（４）高齢者の様々な場面での活躍 

① 元気な高齢者の就業支援 

企業、経済団体、シルバー人材センター等と連携を強化することにより、

高齢者の知識・技能・経験等を生かせる多様な働き方の就業機会を創出する

とともに、就業意欲のある高齢者とのマッチングを充実させます。あわせて、

定年前に雇用情報を提供できる体制を整備します。 

60歳以上の会社員等が対象の在職老齢年金制度について、支給調整開始収

入額の引き上げ等の見直しを行い、高齢者の就業インセンティブの向上を図

ります。 

   ② 高齢者の多様な社会参加を促進 

    ＩＣＴ活用などによる情報受発信により、高齢者が生涯学習等として“学

ぶ”、“教える”機会を拡大します。 

自治会・老人クラブなどの地域活動、ボランティア活動、ソーシャルビジ

ネス（子育て支援や介護など社会的課題の解決に取り組む事業）の起業・事

業展開など多様な社会参加を促進します。 

 

（５）高齢者等も安心して暮らせる地域社会 

① 犯罪から高齢者等を守る 

街頭犯罪、侵入犯罪等の被害を防止するため、防犯ボランティアの活動支

援、地域安全センター等の防犯拠点を整備するとともに、ＩＣＴを活用して

警察等との連絡・連携を強化します。 
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また、商店街等での監視カメラの設置を推進するための法令を含めた制度

の整備、支援策を拡充します。 

“振り込め詐欺”、悪質訪問販売（高額物品・金融商品等）などの被害を

減少させるため、高齢者に対する効果的な啓発活動を強化します。 

② 災害から災害弱者を守る 

高齢者や障がい者など災害弱者（災害時要援護者）を守るため、改正災害

対策基本法が施行され、市区町村に名簿作成が義務付けられました。この名

簿をもとに関係機関が連携し、避難訓練等を実施するなど災害から高齢者等

を守る態勢を強化します。 

また、災害情報などを高齢者等が収集できるようテレビ等の情報機器によ

る広報データ放送等を推進します。 

③ バリアフリー化の推進 

駅や公共施設などのバリアフリー化の一層の推進、電柱の地中化などによ

る車いす移動の容易化、道路横断の安全の確保などを図ります。 

また、公共住宅等のバリアフリー化を推進します。 

④ 団地の再生で地域社会の活性化 

高齢化率が高い団地等に若者世帯が入居を望むように、リフォームの促進、

近隣の教育・保育施設の充実、交通アクセスの改善等を推進します。 

⑤ 高齢者独居世帯対策 

孤立死や認知症、介護を予防するために、高齢者の孤立化問題は地域社会

を挙げて取り組む課題です。地域住民が行う見守りなどの支援活動を推進す

るとともに、買い物弱者への支援や高齢者が気軽に参加できるサロンの開設

などをバックアップします。 

 

２．中小・小規模企業の振興 

（１）小規模企業への重点的な支援 

     小規模企業振興基本法に基づく小規模企業振興基本計画を策定し、ビジネス

プランに基づく経営の推進、需要開拓支援、起業・創業支援、人材の確保・育

成、地域経済に資する事業の推進等、小規模企業に対する重点的な支援体制を

構築し、地域経済や雇用を支える小規模企業に対し総力を挙げて支援します。 

 

（２）開発から販路開拓までの一貫支援 

     中小企業が持つ技術・アイデアを製品化し、日本各地そして世界の市場を取

り込むため、地域の公設試験場等と連携した研究開発から確固たる販路を有す

る中堅企業や中小企業基盤整備機構等の連携による販路開拓まで、強力に一貫

支援します。 
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また、47 都道府県に設けている技術の権利化・保護・活用など知的財産に

関するワンストップの相談窓口の体制を強化するとともに、中小ベンチャー企

業の特許の取得費用の軽減措置等を通じて知財のさらなる活用を支援します。 

さらに、官公需法を見直し、特に販路確保に苦しむ創業間もない中小ベンチ

ャー企業を政府調達で支援します。 

 

（３）地域の中小企業の人手不足の抜本的な解消 

Ｉターン・Ｕターン人材をはじめ、攻めの姿勢で積極的に人材を発掘し、地

域の中小企業とマッチングさせる新たな仕組み（地域人材バンク）を創設し、

地域の中小企業の人手不足を抜本的に解消します。 

 

（４）地域の特色を活かしたビジネス 

中小企業地域資源活用促進法を見直し、全国各地に眠る地域資源（農林水産

品、観光資源、技術、伝統・文化など）を掘り起こし、品質管理の徹底、売れ

る商品・サービスの開発を支援することで地域資源をブランド化し、都市部や

海外の需要を大きく取り込むなど、特色ある地域資源を生かしたビジネスモデ

ルを全国に展開します。 

 

（５）地域に密着した「ビジネスカフェ（仮称）」の展開 

意欲ある市区町村と創業支援事業者が連携して取り組む創業支援体制を、事

業環境の変化に応じた経営相談が気軽にできる「ビジネスカフェ（仮称）」へ

と進化させ、全国 500カ所程度への設置をめざします。その際、専門的かつ実

践的な経営支援を行う「よろず支援拠点（各県設置）」と連携を図りながら、

地域に密着した中小企業の創業・成長発展を力強く支援します。市区町村、中

小企業支援事業者、事業者が連携した企業経営の推進により、地域経済の活性

化をめざします。 

＜参考＞自治体数：1,718（市 790、町 745、村 183） 

 

（６）商店街を地域コミュニティーの中心として蘇生 

大型店や地域の製造業・農林水産業等との連携により商店街を買い物の場と

して再生させるとともに、民間のノウハウを取り入れながら商店街の空き店舗

を活用した子育て支援・高齢者の交流施設等の整備を推進します。その際、住

民、小規模事業者、既存の支援機関、医療機関、ＮＰＯ、行政等が一体となっ

た取り組みを支援し、商店街を地域コミュニティーの中心として蘇らせます。 

 

（７）中小企業関係施策の「見える化」 

多様な中小企業施策を国・都道府県・市区町村ごとに「見える化」する取り

組みを促進し、事業者の立場に寄り添った施策の周知を図ります。施策を利用

した企業を動画を活用して広報するなど発信力を強化し、全国各地の中小企業
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のチャレンジを徹底的にサポートします。 

＜参考＞中小企業庁ＨＰ「ミラサポ」の充実・強化 

 

３．農林水産業の振興 

農場の大区画化、水利施設の長寿命化、耕作放棄地対策等により農業生産基盤を

強化します。女性・若者・障がい者など多様な担い手の活躍を促進し、担い手への

農地集積を進めます。６次産業化、畜産・酪農・林業・水産業の振興、ジビエの活

用など、農林水産業の高付加価値化や輸出拡大を地域活性化につなげます。 

 

（１）農業生産基盤の整備・保全 

① 農地や水利施設の整備 

    農業生産基盤の整備・保全を図り、農地中間管理機構と連携した水田の大

区画化・汎用化や、ため池・用排水など農業水利施設の長寿命化・耐震化を

推進します。 

② 耕作放棄地の再生利用 

農業基盤の弱体化や野生鳥獣被害増加の一因である耕作放棄地は、農地中

間管理機構の整備・活用等により、再生利用を推進します。 

③ 飼料用米の生産・利用拡大 

飼料用米の生産・利用を拡大するために、利用・保管の機械等の導入を推

進するとともに、飼料用米を活用した配合飼料の供給体制の整備を促進しま

す。 

④ 災害に強い産地の形成 

巨大地震など災害発生リスクへの対策を強化するために、産地における防

災対策プログラムの策定を推進するとともに、安全性の高い施設・設備の導

入を推進します。 

 

（２）担い手対策 

① 多様な担い手の活躍 

 地域農業の担い手の法人化を進め、認定農業者を人・農地プランの中核経

営体として育成し、女性、若者、障がい者など、多様な担い手の活躍を促進

します。 

② 担い手への農地集積 

 認定農業者等の担い手が利用する農地面積の割合を、10年間で５割から８

割へと増加させることをめざし、農地中間管理機構等による農地集積を加速

化させます。 
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（３）６次産業化等の促進 

 ６次産業化など農業経営の多角化・複合化をめざし、農林漁業成長産業化フ

ァンドの拡充・活用や、医福食農連携など多様な業種との連携による農林水産

業の高付加価値化を推進し、地域の活性化につなげます。 

 また、産・学・官の知を集積し「日本版フードバレー構想」を推進するとと

もに、スマート農業など革新的な技術の開発・普及を進めます。 

 

（４）畜産・酪農の産業競争力強化 

 畜産等の産業競争力強化を図り、収益力向上に取り組む地域ぐるみの体制

（畜産クラスター）の構築や、特徴ある飼料を生かしたブランド化等を推進し

ます。 

 酪農については粗飼料の自給率を高め、効率的な酪農経営のための協業化や

法人化、需要が増加するチーズなど乳製品の生産拡大を推進します。 

 

（５）鳥獣被害対策とジビエ活用 

鳥獣被害対策を強化し、地域資源であるジビエ（シカ、イノシシなど野生鳥

獣の肉）を活用した地域活性化を推進します。 

 

（６）林業の振興 

 林業について、国産材の安定的・効率的な供給体制を構築し、成長産業化を

進めます。木材住宅に対する高いニーズを踏まえ、ＣＬＴ（直交集成板）など

新たな木質材料工法を普及させ、建築物における木材利用等を促進するととも

に、木質バイオマスの利用を推進します。 

 また、森林整備に必要な土地の所有や境界に関する情報について、人証・物

証が失われつつある状況を踏まえ、山林地域における早期の調査を推進します。 

 

（７）水産業の振興 

 水産業について、効率的な漁業経営のための協業化や共同化を一層促進する

など、漁業の収益性向上を図るとともに、国産水産物の生産・消費拡大を促進

します。 

 また、世界各地の養殖現場で新たな疾病が発生している状況を踏まえ、水産

防疫対策の抜本的な強化を図り、リスクの程度に考慮した防疫体制を整備しま

す。 

 

（８）農林水産物の輸出促進 

① 品目別・国別輸出戦略の推進 

オールジャパンの司令塔のもと、品目別・国別の農林水産物等の輸出戦略

を速やかに実行し、日本の食文化・食産業のグローバル展開を加速させます。 
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② グローバル・フードバリューチェーンの構築 

日本の食産業の海外展開や食のインフラ輸出の促進、途上国の経済成長へ

の貢献等を一体的に進め、グローバル・フードバリューチェーンの構築を推

進します。 

③ 国際規格の取得促進と「日本版ＨＡＣＣＰ」の構築 

農水産物の輸出に必要なＧＬＯＢＡＬ・ＧＡＰやＥＵ・ＨＡＣＣＰといっ

た食品安全規格の取得を一層推進します。 

  さらに、「日本版ＨＡＣＣＰ（仮称）」のような国際的に通用する日本発の

食品安全規格・認証スキームを構築します。 

 

（９）都市農業の振興 

 都市にあって多面的な機能を担う都市農業が持続可能となるよう、都市農業

振興法（仮称）の制定をめざします。相続税納税猶予制度を堅持するとともに、

都市農地の保全・継承のために、より実効性の高い制度を検討します。生産緑

地制度の見直しや地方圏での導入等を促進します。 

 また、都市住民の農業体験等に対するニーズの高まりに対応し、市民農園・

農業体験農園の整備を通じて都市農業を振興します。 

 

（１０）食品ロス削減と食の安全確保 

① 食品ロスの削減 

  食品ロスの削減に向け、食品関連企業の商習慣の見直しや、国民運動を進

めるとともに、エコフィード等の活用を促進します。 

また、食品ロスと貧困問題とをつなぐ「フードバンク」の活用を進め、多

くの企業・団体に参加を求めるとともに、家庭の余剰食品をフードバンクへ

つなぐ自治体の取り組み等を推進します。 

② 家畜等の疾病対策 

ＰＥＤ（豚流行性下痢）など伝染性疾病について、発生予防・蔓延防止対

策を推進します。 

③ 産地偽装対策 

産地偽装について、科学的分析により取り締まりを強化します。 

 

４．地産地消エネルギーと低炭素まちづくりの推進 

（１）自然エネルギーを生かしたまちづくりの推進 

自治体や地域企業・住民が主体となって再エネ・省エネに取り組み、低炭素

化を進めるとともに、地域雇用を生み出しながら売電収入など所得を得て、地

域外に流出しているお金を地域の中で回すことができるよう取り組みを支援
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します。そのために、小水力、太陽、風力、地熱、海洋、バイオマスなど、地

域の特性に応じた自然エネルギー資源を生かす再エネ・省エネ事業のポテンシ

ャル調査を支援します。 

また、電力小売自由化で新たに生まれる市場を、地域経済拡大の起爆剤とし

ていけるように、地域の特性を生かしたエネルギー事業導入計画（マスタープ

ラン）を策定し、地域エネルギー企業の立ち上げを支援します。 

 

（２）再エネ・省エネによる低炭素まちづくりの推進 

再エネ・省エネ事業による低炭素化への取り組みが、環境教育、産業、観光、

高齢者対策等の地域課題の解決につながったり、地域住民や地域コミュニティ

ーの生活の豊かさや魅力につながることが期待される場合に、その設備導入に

かかる費用を補助します。 

また、低炭素化とエネルギーコスト低減のために、地域企業が省エネに取り

組めるよう省エネ診断を行う専門家派遣や、省エネ設備を導入する場合の補助

や、地域金融機関と連携した設備導入の支援を行います。 

地域主導の低炭素エネルギー社会への転換を図るために、地域企業などが主

体となる二酸化炭素排出抑制または削減および地域活性化効果の高い取り組

みを支援します。 

先駆的な再エネ・省エネ事業で、固定価格買取制度による売電収入や光熱費

削減により長期的に採算性が見込めるにもかかわらず、金融機関からの借入だ

けでは事業に必要な資金調達が十分できないような場合に、 出資の形で資金

を補助し、事業を後押しします。 

全国の小中学校に太陽光パネルの敷設を推進し、自家発電による教室への空

調設備の導入を進めるとともに、災害時でも停電しない避難所機能の充実を図

ります。 

さらに、「環境家計簿」の作成・普及を進めることにより、個々人の省エネ

対策、リサイクル等を推進する運動を通じて、低炭素まちづくりに取り組むと

ともに、省エネや節電に関する専門家を招いて、地方自治体や地域の公的な組

織、民間の業界団体、協会、協議会などによる勉強会を開催し、地域住民の低

炭素まちづくりへの理解と協力を促進します。 

 

（３）地域主体の再エネ・省エネを後押しする仕組みづくりと人材育成の支援 

自治体、地域企業、金融機関、住民など地域関係者が主体的に協力して進め

ている再エネ事業の成功事例を共有し、ノウハウを学べる仕組みをつくります。 

また、電気と同時にできるコージェネレーションの熱や再生可能エネルギー

熱を、農業ハウスや水産物養殖あるいは木材の乾燥など地域産業に役立てたり、

建物の冷暖房や給湯に活用するなど、地域にある自然エネルギーを最大限活用

するまちづくりのモデルをつくっていきます。 

それらを参考にしながら、それぞれの地域特性に応じて事業を推進できるよ

－ 20 － 



うに、地域人材を育成するための「まちエネ大学」などワークショップの展開

や、合意形成を図るための地域エネルギー推進協議会の設置を推進し、再エ

ネ・省エネによる持続可能なまちづくりを進めます。 

 

５．観光産業の振興 

2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催効果を東京のみならず広

く地域に波及させるため、観光客の地方への誘客を図るとともに、世界に通用する

魅力ある観光地域づくりや外国人旅行者の受け入れ環境整備を推進します。 

 

（１）ホストシティ制度の創設 

東京オリンピック・パラリンピックで首都圏以外の地方も活性化させるため、

参加各国代表団等の担当を特定の地方都市「ホストシティ」として認定する制

度を創設します。 

 

（２）訪日外国人観光客等の地方への誘客の推進 

全国各地の観光資源を掘り起こすため、地方自治体や文化芸術団体関係者等

とともに、2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けて、オリンピック

憲章に基づく文化プログラムを計画するなど文化力の基盤を強化します。加え

て、東京オリンピック・パラリンピックに前後して国内で開催される、2019

年ラグビーワールドカップや 2021 年ワールドマスターズゲームズ（関西）な

どのスポーツイベントの機会も活用して、各地域に国内外からの誘客を進めま

す。 

また、東京周辺やゴールデンルート（東京～富士山・箱根～京都・大阪）な

ど訪日外国人の需要が集中している地域以外の需要を創出するべく、地域間の

広域連携を強化して情報発信力を高めるとともに、ストーリー性に富んだ多様

な広域ルートを開発・提供し、海外へ積極的に発信します。 

あわせて、外国人観光客の地方への誘客を進めるため、地方空港における入

国管理・税関等の体制の整備・拡充や、地域と連携したプロモーションを進め

ます。 

 

（３）訪日外国人観光客等の受け入れ体制の強化 

外国人観光客等がスムーズに移動できるよう、交通の利便性の確保、バリア

フリー化、多言語対応の改善・強化、無料公衆無線ＬＡＮ環境等のハード面の

整備を進めるとともに、ハラール（イスラム法において合法な食品など）等の

導入促進など、ソフト面の環境整備をあわせて推進します。 

また、新たにすべての品目が免税対象となる消費税免税制度の拡充を契機と

して、海外の観光客を地域へ呼び込んで、地酒や菓子、工芸品など地域の名産

品の販売増により地域経済の活性化を図るため、2020年に向けて全国各地の免
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税店を 10,000店規模へと倍増をめざします。 

さらに、増大が見込まれる東アジア等のクルーズ需要を取り込み、地域の活

性化を図るため、クルーズ船の寄港を受け入れるための環境整備等を加速させ

ます。 

 

（４）新たな国内旅行環境の整備 

高齢者・障がい者を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整備するた

め、ＮＰＯ法人等によるバリアフリー情報の提供体制、旅行者へのサポートな

ど地域の受け入れ体制を強化するほか、高齢者等が参加しやすい旅行商品の開

発・普及を図り、ユニバーサルツーリズムを促進します。 

また、東日本大震災の歴史的な復興事業の軌跡にアクセスできる環境整備を

進めます。 

あわせて、歴史的街並み、美しい自然、魅力ある食文化、スポーツ等の観光

資源を生かした地域づくりを支援するほか、多様な滞在ニーズに応えるため、

古民家・町家の再生、農林漁業体験民宿や国家戦略特区制度を活用した滞在施

設の利用に向けた取り組みなどを促進します。 

 

Ⅲ．安心な地域づくり 

１．地域の防災・減災、防犯対策等への取り組み 

（１）防災・減災等に資する国土強靭化地域計画の策定を推進 

2013年に成立した「国土強靭化基本法」に基づいて策定された国土強靭化基

本計画を受けて、地域の特性や実情に即した各都道府県・市区町村ごとの国土

強靭化地域計画の策定を進めます。 

 

（２）インフラ老朽化対策 

高度成長期以降に整備したインフラの老朽化が急速に進んでいます。橋や上

下水道、道路、公営住宅、学校などの保全、改修、耐震化を推進します。 

 

（３）ゲリラ豪雨等地域災害への対策 

地球温暖化の影響等に伴い、1,000mm を超える大雨やゲリラ豪雨（例えば

100mm/h に迫る局地的な豪雨）等により、水害・土砂災害が多発しています。

災害への備えを万全にするため、河川の流下能力強化等の予防的な水害・土砂

災害対策の推進、ハザードマップの見直し、流域貯留浸透事業の推進（ため池

等の治水容量を確保するための池底掘削を含む）、地下街への浸水対策に取り

組むとともに、被災地域については集中的に対策を進めます。 

 

（４）南海トラフ巨大地震や首都直下地震などの巨大災害への対策 
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南海トラフ巨大地震や首都直下地震などの巨大災害が切迫しています。ハー

ド・ソフト一体となった地震・津波対策、住宅・建築物の耐震化、密集市街地

の改善・整備などに取り組みます。 

 

（５）地域の特性に合わせた地区防災計画の策定を推進 

防災・減災対策として、都道府県・市区町村の地域防災計画と連携した地域

の特性に合わせた地区防災計画（災害時要援護者対策や女性の視点を含む）を

着実に実施することにより、安全で安心な地域づくりを推進します。 

 

（６）交通安全施策および地域防犯対策を推進 

通学路の安全性向上、ゾーン３０（区域を定めて時速 30km の速度規制を実

施）等の活用による生活道路対策の推進、音響式信号機等のバリアフリー対応

型信号機の整備等により、地域の交通安全に向けた取り組みを推進します。 

また、歩行者が安全・快適に通行できる歩行者専用道やトランジットモール

（一般車両を制限して歩行者・自転車・公共交通機関を優先する道路）、自転

車レーン等を活用して、安全で快適な通行空間の面的な整備を推進します。 

そのほか、自主防犯活動を行う地域住民・ボランティア団体へのきめ細かな

支援により、その活性化を図り、地域の防犯体制を強化します。 

 

（７）ストーカー対策等の強化 

ストーカーやＤＶについての被害や相談が増えている現状を踏まえ、地方自

治体における被害者からの相談体制を整備するとともに、迅速に対応できる体

制を整備します。 

また、性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを全ての都道府県に

１カ所設置をめざします。 

 

２．「空き家」問題への対応 

（１）空き家の利活用等 

空き家については、使用できる空き家は地域の活性化のために利活用すると

ともに、周囲に迷惑をかけているような空き家は除却を促すなど、空き家問題

の解決に向けた法整備を推進します。 

 

（２）既存の住宅ストックの有効活用 

既存の住宅ストックを有効活用するための中古住宅・リフォーム市場の活性

化や戸建て住宅の賃貸流通を促進します。 

また、各都道府県の居住支援協議会を通じた住宅確保要配慮者に対する民間

賃貸住宅の活用促進や、既存の住宅ストックを活用したリフォーム支援等によ

り、住宅セーフティーネットの構築を強力に推進します。 
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Ⅳ．活力ある地域づくり 

１．女性の活躍 

子育て・介護と仕事の両立を推進し、女性の活躍を加速化するため、産後ケア対

策など子育て支援、がん対策などの健康支援等に取り組みます。 

 

（１）子育て支援 

① 子ども・子育て支援新制度の着実な推進 

「チャイルドファースト社会」（子ども最優先の社会）をめざし、待機児

童の解消、保育士の確保・処遇改善等、2015年度から本格的に実施される「子

ども・子育て支援新制度」を着実に推進します。 

② 産後ケア対策の推進 

妊娠・出産、そして出産直後の母と子をサポートする産後ケアと切れ目の

ない支援を推進するとともに、利用者負担の軽減に取り組みます。市区町村

において、母子健康センター機能を復活させ、母子保健の拠点の整備を行い

ます。 

③ 放課後対策の充実  

すべての自治体において、学童保育における待機児童問題を解消するとと

もに、子どもたちが安心・安全な居場所を確保するために、放課後子供教室

のすべての小学校での実施をめざします。 

また、施設・指導員の配置、内容等の充実を図ります。 

④ アレルギー疾患対策の拡充 

国や地方自治体、学校等の責務を明確にした「アレルギー疾患対策基本法」

に基づき、学校、幼稚園、保育所、学童保育等への徹底・普及を図るなど、

アレルギー疾患対策を拡充します。 

⑤ 児童虐待対策の強化  

児童虐待を防止するため、乳児健康診査を受けていない未健診児、不登校

児の調査を速やかに実施するとともに、関係機関が連携を図り児童虐待等へ

の対応を行う「要保護児童対策地域協議会」の設置促進と活動内容の充実を

推進します。 

 

（２）女性特有のがん対策 

がんの検診受診率を向上させるため、乳がん、子宮頸がん検診クーポンの配

布を継続し、市町村が検診台帳を整備した上で、電話を使った「コール・リコ

ール」（個別の受診勧奨）事業を推進します。 
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さらに、精密検査を要する人への再勧奨に取り組みます。 

 

（３）ママ・インターンの拡大による就労支援 

子育て等によって離職した女性の再就職を支援するため、中小企業やＮＰＯ

法人等の「ママ・インターン」（インターンシップ制度）の受け入れ先を拡大

します。 

また、マザーズハローワークとの連携を進め、着実な拡充を図ります。 

 

（４）地方における女性登用を促進 

国は 2020年までに指導的地位に占める女性の割合を 30％に引き上げるため、

女性の活躍加速化プランを策定しますが、地方自治体をはじめ地方における

様々な分野においても同様の加速化プランを策定する取り組みを促進します。 

 

２．若者の活躍 

地域おこし協力隊の推進や、にぎわい対策など、若者等の活躍による地域活性化

を図ります。 

また、就労支援、ニート対策、雇用創出などの若者雇用対策や、若者の創業支援

を推進するほか、Ｕターン就職等への支援や域学連携を進めます。 

 

（１）若者の活躍による地域活性化 

① 地域おこし協力隊の推進 

  都市地域から過疎地域等への条件不利地域に住民票を移し、地域に居住 

して地域協力活動を行う「地域おこし協力隊」事業の取り組みを積極的に進

め、1,000自治体での実施をめざします。 

② にぎわいの創出等 

  中心市街地・商店街等のにぎわい創出や、若者自身が企画・実行し地域活

性化に挑戦する取り組み、様々な技能・経験・知識を生かして地域に貢献で

きる仕組みづくりを推進し、若者等が地域で活躍できる環境整備を進めます。 

 

（２）若者雇用対策の推進 

① 雇用創出と所得の拡大 

  緊急雇用創出基金事業（地域人づくり事業）など、各種基金事業の活用等  

により、地域の実情に応じた雇用創出や処遇改善を進めるとともに、所得拡

大促進税制の拡充・活用などにより、賃上げを促進します。 

 

② 正社員化の促進とキャリア形成支援 
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  キャリアアップ助成金の活用等により、非正規労働者の正社員化を促進し

ます。 

  また、ジョブカードについて、生涯を通じたキャリア・プランニングのツ

ールへとコンセプトを見直し、個人の主体的なキャリア形成を推進します。 

 

③ ニート対策等の強化 

  「わかものハローワーク」等の就職支援体制を強化するとともに、「地域

若者サポートステーション」などニート・ひきこもり対策を強化します。 

 

（３）若者の創業・起業支援 

自治体等による創業支援事業計画の作成、「創業促進補助金」等の活用、創

業スクールの実施など、若者等の創業・起業支援を推進します。 

 

（４）ＵＩＪターン就職の促進 

厚生労働省と地方のＵＩＪターン窓口をつなぐ全国ネットワークを構築し、

地方合同就職面接会や地方人材還流支援相談会などを通して、効果的な就職支

援を実施します。 

また、学生の就職支援を行う企業、ＮＰＯともＵＩＪターンの促進のため連

携を強化します。 

さらに、ＵＩＪターンの就職活動は交通費等の負担が大きいため、「地域人

づくり事業」の活用など、経済的負担に配慮した積極的な支援を実施します。 

 

（５）「域学連携」等の推進 

地域と大学が協同して地域再生・地域づくりに取り組む「域学連携」や、産

業界や金融機関とも連携してイノベーションを創出する「産学金官連携」を推

進します。 

 

（６）危険ドラッグ対策の強化 

深刻な社会問題となっている「危険ドラッグ」について、国内の販売等に関

する実態調査、海外情報の積極的な収集・活用、税関等での水際対策の強化、

取り締まり態勢・鑑定に関する専門家や機材の充実、無承認医薬品としての取

り締まり、鑑定の時間短縮の研究、簡易に鑑定ができる技術の開発、指定手続

きの簡素化など、対策を強化します。 

また、薬物乱用や再乱用の防止のために、「危険ドラッグ」等の危険性の周

知、薬物乱用防止キャラバンカーの活用、学校での薬物教育の強化、深刻化す

る前の相談・治療体制の整備、依存症対策を含めた再犯防止対策など、総合的

な対策強化を進めます。 
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３．教育の充実 

（１）新しい教育委員会制度の構築 

2015 年 4 月の改正地方教育行政法施行に伴い、教育委員長と教育長を一体

化した新しい教育行政の責任者（新・教育長）を置き、地方教育行政の責任体

制の明確化、いじめなど重大な事案等様々な学校現場で発生する問題に迅速か

つ適切に対応する危機管理体制の構築を図ります。 

また、新設される「総合教育会議」においては、首長と教育委員会が教育の

政治的中立性、継続性、安定性を確保した上で、相互の役割・権限を尊重しつ

つ、地方の実情に応じた教育振興に関する施策の大綱を策定します。 

制度改革だけではなく、「人」が重要です。教育委員にコミュニティー・ス

クール関係者等多様な人材を登用したり、人数を増やすなど、教育委員会の活

性化を促進する取り組みを推進します。 

 

（２）少子化に対応した新しい教育への転換 

従来の１人の教員が一斉授業で指導する受け身型・知識偏重型の教育から、

自ら課題を発見し、解決する力や様々な情報を取捨選択する力などを養う課題

解決型授業への転換を図るとともに、いじめや不登校等学校を取り巻く状況の

複雑化・困難化に対応するために、教員の量と質の一体的な強化、教育内容・

指導方法の抜本的な転換、小中一貫教育、教員が教員以外の専門知識を持つ専

門家とチームを組んで様々な教育課題に対処する「チーム学校」を推進します。 

少子化や過疎化が進む中、学校規模の適正化を図るため、スクールバスやカ

リキュラム開発、学生寮等施設整備へのさらなる支援策を充実させるとともに、

地理的な理由などで統廃合ができない地域においても、教育の質を担保するた

め、ＩＴを活用した遠隔教育の導入や体育祭等の合同開催などにより、学校間

の協働体制構築等を推進します。 

また、子どもたちの抱える問題を学校のみならず、地域ぐるみで解決するた

め、学校・地域・家庭の組織的・継続的な連携・協働体制の下、学校支援地域

本部と一体的にコミュニティー・スクール導入を進めます。 

 

（３）奨学金等の充実 

意欲と能力のある若者が、家庭の経済状況にかかわらず、希望を持って大学

や専門学校などに進学できるよう、授業料減免を充実させるととともに、奨学

金については、無利子奨学金のより一層の充実、所得連動返還型奨学金制度の

拡充や給付型奨学金の創設をめざします。 

また、高校生等が安心して教育が受けられるよう、奨学のための給付金を着

実に継続するとともに、第１子への支給額の拡充を図ります。 

海外留学を希望する高校生・大学生への経済的支援を充実させるため、官民

が協力した海外留学支援を着実に実施します。 
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（４）子どもの貧困等への対応 

貧困の連鎖を断ち切るため、子どもの貧困対策推進法の大綱を勘案し、各都

道府県において子どもの貧困対策計画を策定し、低所得家庭への学習支援等を

実施します。 

また、学校以外のフリースクールなど多様な学びを推進することにより、不

登校やひきこもりで学校に行けなくなった子どもたちが安心して学べる環境

をつくります。 

  

（５）子どもが読書に親しむ機会の提供と諸条件の整備・拡充 

子どもの「読書離れ」「活字離れ」が指摘される中、すべての子どもがあら

ゆる機会と家庭、学校、図書館等あらゆる場所において自主的に読書活動を行

うことができるよう、読書環境を整備します。特に学校図書館においては、蔵

書の計画的な整備や学校司書の配置等を進めます。 

また、ブックスタートや読み聞かせ、朝の読書活動のほか、本の感想を書い

たり、読みたい本のリストを書いたりする「読書手帳」の配布等、読書意欲を

促進する取り組みを推進します。 

 

（６）地域における文化・芸術の振興 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向け、オリンピック憲章に基

づく文化プログラムを全国で展開するとともに、「日本遺産」を創設し、文化

財の活用を進めます。 

また、「次代を担う子どもの文化芸術体験事業」や「文化遺産を生かした地

域活性化事業」の拡充、障がい者による文化・芸術のさらなる振興に取り組み

ます。 

  

（７）スポーツの振興 

2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けた準備（国立競技場の改築

等）を着実に進めるとともに、スポーツ庁を創設し、選手強化事業の充実、ス

ポーツ施設の充実や指導者の養成および資質の向上など、スポーツに関する施

策と予算の一層の拡充を図ります。 

誰もがスポーツを通じて、いつまでも健康で活力ある生活が営めるよう「総

合型地域スポーツクラブ」の育成を積極的に推進します。 

また、パラリンピックの会場・競技施設のバリアフリー化が不十分であるこ

とから、整備ガイドラインを策定し、パラリンピック拠点整備とともに、競技

施設のバリアフリー化を強力に進めます。 

 

４．ＮＰＯ等非営利法人の活動支援 
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（１）ＮＰＯ法人制度の普及・拡充 

ＮＰＯ法を見直し、ＮＰＯ法人の設立認証期間の短縮や情報公開の強化を図

るとともに、認定ＮＰＯ法人・仮認定ＮＰＯ法人制度のさらなる普及をめざし

ます。 

 

（２）ＮＰＯやソーシャルビジネスの創業・起業支援 

地域の抱えるコミュニティー再生、教育や福祉などの課題解決を目的として

起業・創業するＮＰＯ等非営利法人やソーシャルビジネスの活動を資金面や人

材面で支援する体制を抜本的に拡充します。そのため、ＮＰＯの設立・運営を

支援する中間支援団体の育成、能力向上を図るとともに、各自治体における既

存の支援機関（地銀・信金等における認定支援機関、商工会・商工会議所等）

において専門性の高いサポートが受けられる体制を構築します。 

 

（３）休眠口座資金を活用した社会的事業への支援等の検討 

銀行などにある休眠口座の資金を、預金者の権利を侵害することなく、ＮＰ

Ｏや社会的事業の支援等に活用するための仕組みを検討します。行政による補

助金や民間金融といった既存の資金では対応しきれない社会的課題分野に活

用することをめざします。活用にあたっては、特定地域や大都市だけに集中し

ないよう配慮も必要と考えます。 

 

５．地方自治体のガバナンス強化 

（１）議会改革とガバナンス強化 

① 議会の政策提言機能の強化 

人口減少時代の地方自治体のあり方を積極的に議論していきます。そのた

め、議会の政策提言機能を強化する議会改革を推進します。 

② 監査委員の独立性・監査機能の確保 

行政のチェック機能が求められる監査委員の独立性と監査機能を確保す

るため、監査委員および監査事務局員の独立性と専門性を求める制度改革を

進めます。 

 

（２）公会計改革と行政の見える化 

① 公会計制度の責任体制の明確化 

2017年度までに新公会計制度を確実に実施するため、公会計制度の専門性

を有する自治体財務諸表作成責任者（自治体ＣＦＯ）を指名し、公会計制度

の責任体制を明確にします。 

② 行政コスト情報の開示 

議会および市民が期待する財政の見える化を実現するため、発生主義会計
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により部課等が管理する資産と実施する行政サービスの行政コスト情報を開

示させ、事業効果や事業評価、将来負担等の情報を正確に共有し、予算・決

算での活用や、社会インフラ維持更新計画をはじめ重要事業の意思決定をす

るためのツールとして、新公会計制度改革を生かします。 

 

（３）自治体クラウドの取り組みの加速 

災害や情報セキュリティーに強い行政基盤の構築と、徹底したコストカット

および効率的な行政運営を実現するために、地方公共団体における社会保障・

税番号制度（マイナンバー制度）導入を契機としてクラウド化を推進します。 

また、クラウド化にあたって、業務の標準化や、いわゆるベンダロックイン

（特定の事業者による囲い込み）の排除等をめざした取り組みを進めます。 

  ※クラウド：ユーザーが自分のコンピューターでデータを加工・保存すること

なく、「どこからでも、必要な時に、必要な機能だけ」利用することができ

る新しいネットワークの利用形態（クラウド＝雲） 
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